


























はじめに 

妊産婦死亡は母子にとっての最大の悲劇をもたらすものであるから、母子保健管理上絶対

にこれを起こしてはならない。このことはあえていうまでもないが、妊産婦死亡率の高低

が地域の母子保健の指標となっているのも当然のことといえる。 

わが国での妊産婦死亡数の減少、死亡率の低下は顕著なものがあるとはいえ、まだ相当数

の死亡が毎年の衛生統計に計上されてきている。従来、わが国の妊産婦死亡の原因として、

妊娠中毒症によるものが多いということが定説のようにされてきたが、最近の研究による

と、必ずしも妊娠中毒症によるものが多きを占めるわけではなく、他の領域の疾患の合併

が主死因となっているともいわれる。 

さらには、疾患の悪化も一方にはあるが、それに対する医学管理上の不完全さや、医療体

制の整備不足のために死亡に至らせてしまう例も残念ながら相当数存在することを否定し

えない。このような社会的な変化に対する医療体制の立ち遅れは早急に改善されねばなら

ない面の最たるものである。 

しかし、これらの点を明らかにし、妊産婦死亡のより一層の減少を目指して保健・医療体

制を改善するためには、先ず死亡例の実態を詳細に把握し、分析せねばならない。このよ

うなデータを基にした対策でなければ、いかなる良案といえども、机上の空論といわざる

を得ない。 

そこで、われわれは日本母性保護医協会という臨床医家の組織内にあることを利用して、

最近の妊産婦死亡の事例に対する詳細な死因ならびに死亡時の状況調査を実施することを

計画し実施している。 

以下その計画に沿った調査実施の方法論について述べる。 


